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連結注記表 
 

〔継続企業の前提に関する注記〕 

  該当事項はありません。 

 

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱ 

大阪デリカフーズ㈱、㈱メディカル青果物研究所 

デザイナーフーズ㈱、エフエスロジスティックス㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

    該当事項はありません。 

 (3) 議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の名称等 

    該当事項はありません。 

 (4) 支配が一時的であると認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は損益

に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

３．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方

法） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ２年～20年 

その他       ２年～20年 

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却

する方法によっております。 

       また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

    ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。 

 

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

      退職給付見込額の期間帰属方法 

      退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

     数理計算上の差異の費用処理方法 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 
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〔会計方針の変更に関する注記〕 

法人税法の改正に伴い、｢平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い｣

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ35,623千

円増加しております。 

 

(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28 

日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

〔表示方法の変更に関する注記〕 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めていた「資産除去債務」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。 

なお、前連結会計年度の「資産除去債務」は32,053千円であります。 

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「自動販売機収入」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。 

 

〔連結貸借対照表に関する注記〕 

１．担保資産 

短期借入金230,000千円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金546,304千円を含む）  

 3,648,640千円の担保に供しているものは次のとおりであります。 

建物及び構築物 2,196,301千円 

機械装置及び運搬具 7,846  〃  

土地 3,079,217  〃  

計 5,283,365千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額     3,421,582千円 

 

３．国庫補助金等による圧縮記帳額（直接減額方式） 

建物及び構築物 402,843千円 

機械装置及び運搬具 235,850  〃  

その他 1,586  〃  

 

４．当座貸越契約 

連結子会社（東京デリカフーズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱、大阪デリカフーズ㈱）においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行14行と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越限度額の総額 3,200,000千円 

借入実行残高 490,000  〃  

差引額 2,710,000千円 
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 7,436,000 ― ― 7,436,000 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 108,502 ― 21,200 87,302 

 （変動事由の概要） 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使による減少   21,200株 

 

３．新株予約権等に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数（権利行使期間の初日が到来していないものを除く） 

普通株式        25,200株 

 

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成28年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 109,912 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月23日 

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総

額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成29年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 110,230 15.00 平成29年３月31日 平成29年６月22日 

 
 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全資産に限定し、また、資金調達については運転資金の

効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。加えて、主にカット野菜

の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達して

おります。 

 

(2) 金融商品の内容及びリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、その他有価

証券に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、原則として１ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主

に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されております。 
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、与信管理実施要領に従い、営業債権について、営業グループと管理グルー

プが連携して、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸

借対照表価額により表されております。 

 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利によ

る借入を実施しております。 

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 29 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めて

おりません。(注２)をご参照ください。 
 
                                       （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 4,948,188 4,948,188 ─

（２）売掛金 3,551,304 3,551,304 ─

（３）投資有価証券 305,101 305,101 ─

資産計 8,804,594 8,804,594 ─

（１）買掛金 1,870,791 1,870,791 ─

（２）短期借入金 490,000 490,000 ─

（３）未払金 1,061,852 1,061,852 ─

（４）長期借入金 6,729,154 6,574,393 △154,760

負債計 10,151,798 9,997,037 △154,760
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは、すべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 
 

(3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。  
また、その他有価証券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額 

については、次のとおりであります。 
（単位：千円） 

 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

 (1) 株式 301,977 157,603 144,374

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 301,977 157,603 144,374

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

 (1) 株式 3,124 3,164 △40

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 3,124 3,164 △40

合計 305,101 160,767 144,334

 （注）１． 非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,899 千円）については、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。 
    ２． 当連結会計年度において、有価証券について 199 千円（その他有価証券で時価のない株

式）減損処理を行っております。 

       なお、時価のある有価証券については、時価が取得原価に比べて、30％程度以上下落し

た銘柄を回復可能性の判定対象とし、減損の要否を判断しております。 
 

負債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金 

これらは、短期間で決済又は更新されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。  
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

（単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 7,899

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため「(3) 投

資有価証券」には含めておりません。 

 

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

                                                      （単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 

現金及び預金 4,948,188 ─ ─

売掛金 3,551,304 ─ ─

合計 8,499,493 ─ ─

 

 

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

                                       （単位：千円） 

 １年以内
１年超 

２年以内

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内

４年超 

５年以内
５年超 

長期借入金 1,000,020 954,507 927,876 809,217 730,178 2,307,353

 

 

〔賃貸等不動産に関する注記〕 

 重要性がないため記載を省略しております。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 965円36銭 

１株当たり当期純利益 44円94銭 
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〔重要な後発事象に関する注記〕 

(連結子会社間の合併) 

当社は、平成29年５月10日開催の取締役会において、平成29年10月１日を効力発生日として、東

京デリカフーズ株式会社(出資比率100％)を吸収合併存続会社、名古屋デリカフーズ株式会社(出資

比率100％)、大阪デリカフーズ株式会社(出資比率100％)を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行う

ことを決議し、当該３社は、同日付で合併契約を締結いたしました。 

１．取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容  

    ① 結合企業（存続会社） 

       名称 東京デリカフーズ株式会社（注） 

       事業内容 青果物卸売業 

    ② 被結合企業（消滅会社） 

       名称 名古屋デリカフーズ株式会社、大阪デリカフーズ株式会社 

       事業内容 青果物卸売業 

（２）企業結合日  

     平成29年10月１日（予定）  

（３）企業結合の法的形式 

東京デリカフーズ株式会社を存続会社、名古屋デリカフーズ株式会社、大阪デリカフーズ株

式会社を消滅会社とする吸収合併 

（４）結合後企業名称 

     デリカフーズ株式会社 

（５）その他取引の概要に関する事項 

中期経営計画の達成を踏まえた当社グループの再編の一環として、更なる経営の効率化、収

益力の向上を図るとともに、一体的な事業運営による管理体制の一元化により、お客様へのサ

ービス向上を目的とするものであります。 

 

（注）存続会社となる東京デリカフーズ株式会社は、合併の期日である平成29年10月１日をもっ

て、デリカフーズ株式会社（英語表記：DELICA FOODS CO.,LTD.）に商号変更いたします。 

なお、平成29年10月１日をもって、当社（現デリカフーズ株式会社）は、デリカフーズホ

ールディングス株式会社（英語表記：DELICA FOODS HOLDINGS CO., LTD.）に商号変更い

たします。 

 

２．実施する企業会計の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）に基づき、共通支配下の取引等として会計処理を行う予定であります。 
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個別注記表 

 
〔継続企業の前提に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物     20年～50年 

工具、器具及び備品   ４年～20年 

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却

する方法によっております。 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため､賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。 

② 退職給付引当金 
 
      退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。 
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

〔会計方針の変更に関する注記〕 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に  

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当事業年度において、計算書類への影響はありません。 

 

(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28 

日）を当事業年度から適用しております。 
 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  57,120千円

   

２． 保証債務  

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

  東京デリカフーズ㈱  3,187,900千円

  大阪デリカフーズ㈱  804,225千円

   

３． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

 短期金銭債権 136千円

 短期金銭債務 9,537千円

 

〔損益計算書に関する注記〕 

関係会社との取引高 営業取引による取引高 

   営業収益 655,800千円

   販売費及び一般管理費 103,985千円

 営業取引以外の取引による取引高 10,305千円

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 108,502 ─ 21,200 87,302 

（変動事由の概要） 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   ストック・オプションの行使による減少   21,200株 
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〔税効果会計に関する注記〕 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

①流動資産 

 賞与引当金 1,143千円

未払事業税 3,388 〃 

その他 346 〃 

    計 4,878千円

②固定資産  

退職給付引当金 1,183千円

 その他 147 〃 

 繰延税金負債（固定）との相殺    △1,331 〃 

    計 ― 千円

 繰延税金資産合計 4,878千円

  

(繰延税金負債) 

固定負債 

 その他有価証券評価差額金 △2,489千円

 繰延税金資産（固定）との相殺      1,331 〃 

    計 △1,158千円

 繰延税金負債合計 △1,158千円

 

差引：繰延税金資産純額 3,719千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

子会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等の所有

(被所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

子会社 
東京デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

資金の貸付

債務の保証

役員の兼任

経営指導料 279,300 ─ ─ 

資金の貸付 200,000
関 係 会 社

長期貸付金
1,000,000

債務保証 3,187,900 ─ ─ 

受取利息 5,442 ─ ─ 

子会社 
名古屋デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

役員の兼任
経営指導料 132,900 ─ ─ 

子会社 
大阪デリカ 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

役務の提供

資金の貸付

債務の保証

役員の兼任

経営指導料 132,000 ─ ─ 

資金の貸付 ─ 

関 係 会 社

短期貸付金
16,666

関 係 会 社

長期貸付金
202,777

債務保証 804,225 ─ ─ 

受取利息 1,256 ― ― 

子会社 
デザイナー 

フ ー ズ ㈱ 

(所有) 

直接100.0

業務の委託

資金の貸付

役員の兼任

研究開発 

委託 
78,000 未払金 7,020

受取利息 5 ― ― 

（注） １．取引条件については、両者協議の上、決定しております。 

２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 537円63銭 

１株当たり当期純利益 16円61銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

(連結子会社間の合併) 

  詳細につきましては、連結注記表の〔重要な後発事象に関する注記〕をご参照ください。 


